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要配慮者利用施設の

避難確保計画作成に係るWeb講習会

日時 令和３年７月２６日（月） １３：３０～

茨木市



■本日のスケジュール

2

講習内容 担当
時間配分

方式講演 累計

開会挨拶 茨木市 ３分 ３分

１．避難確保計画作成の必要性について 茨木市 ５分 ８分

２. 水害リスクに関する取り組みについて 大阪府(茨木土木） １５分 ２３分

３．避難確保計画の作成方法 茨木市 ３０分 ５３分

４．避難訓練実施報告書及び避難確保計画(非常災害対策計画
含む）チェックリストについて 茨木市 ３分 ５６分

５．質疑応答
茨木市 １５分 ７１分

６．今後の予定 茨木市 ４分 ７５分
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３

１．避難確保計画作成の必要性

茨木市



４

H29年7月九州北部豪雨

大分県日田市小野地区 斜面崩壊
写真：九州地方整備局

H21年7月中国・九州北部豪雨

写真：中国地方整備局

山口県防府市 土砂災害

写真：国土交通省

１．風水害による被害の頻発

H28年8月 台風10号

岩手県岩泉町 小本川

H27年9月関東・東北豪雨

茨城県常総市 鬼怒川破堤



２．避難確保計画作成の義務化

５



６

２．水害リスクに関する取り組みについて

大阪府



1. 大阪府の地形的特徴と自然災害との関係

2. 様々な取組の紹介
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大阪府の

地形的特徴と自然災害との関係
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三方を山に囲まれた低いまち大阪

北摂の山地

生駒山地六甲山地

和泉山脈

金剛山地

淡路島

出典：地理院地図（国土地理院）
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大阪は雨が降りやすい地形
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出典：大阪管区気象台

平成30年7月豪雨の時の雨雲の動き
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外水氾濫内水浸水

降った雨の量が下水道などの排水施設の能力を超えるときや、河川
などの排水先の水位が高くなった時に、雨水を排水できなくなり、マン
ホールなどからあふれて浸水するもの。

大雨によって河川の水位が高くなることで堤防を越えて水があふれたり、
堤防の土砂が流出して決壊したりするもの。外水氾濫は家屋の倒壊
や流出など大規模な被害を引起す。

令和元年台風第19号 武蔵小杉駅周辺で発生した内水浸水 令和元年台風第19号 千曲川の堤防決壊

FLOW

自然災害の発生メカニズム ～洪水～
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自然災害の発生メカニズム ～土砂災害～

• 斜面の一部あるいは全部が地下水の影響と重
力によってゆっくりと斜面下方に移動する現象。

• 一般的に移動土塊量が大きいため、甚大な被
害を及ぼす。

• 一旦動き出すとこれを完全に停止させることは
非常に困難。

• 山腹、川底の土砂や石が長雨や集
中豪雨などによって一気に下流へと押
し流される現象。

• 流れの速さは規模によって異なるが、
時速20～40km。

• 地中にしみ込んだ水分が土の抵抗力を弱
め、雨や地震などの影響で急激に斜面が
崩れ落ちる現象。

• 突然起きるため、人家の近くで起きると逃
げ遅れる人も多く死者の割合も高くなって
いる。

土石流 地滑り 崖崩れ
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自然災害の発生メカニズム ～高潮～
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台 風

左側

右側

台風が大阪の西側を通過する場合、

大阪への風が強くなる

自然災害の発生メカニズム ～高潮～
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実際の自然災害事例 ～洪水～
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実際の自然災害事例 ～土砂災害～
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近年の大規模水災害

近年、大規模水災害の頻発により甚大な被害が毎年のように発生している

令和2年7月豪雨（球磨川周辺）

平成30年台風第21号（関西国際空港） 令和元年台風第19号（北陸新幹線車両基地）
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—近年、大阪周辺で起きた豪雨災害—

【平成26年度】8月15日からの大雨
京都府福知山市の浸水状況

【平成25年度】台風18号 淀川水系桂川出水状況（京都市嵐山地区）

平成25年8月 上の川（吹田市）平成25年9月 天見川（河内長野市）

18



令和元年８月19日 局地的短時間強雨

提供：大阪府都市整備部河川室

羽曳野市南恵我之荘を流れる「東除川」の様子
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提供：大阪府都市整備部河川室

令和元年８月19日 局地的短時間強雨
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様々な取組の紹介
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洪水対策
〇河川改修工事

〇堆積土砂除去工事
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土砂災害対策
〇土石流対策 ⇒砂防堰堤の整備など 〇急傾斜地崩壊対策 ⇒法枠工の整備など

〇地すべり対策 ⇒抑止杭、集水井の整備など
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どんな情報があるか、いつ避難するか
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いつ避難情報を出すのか（洪水の場合）

はん濫危険水位

避難判断水位

はん濫注意水位

水防団待機水位

決壊

ふだんの水位

河川水位 河川情報
（河川管理者が発表）

避難情報
（市町村長が発表）

はん濫危険情報

はん濫警戒情報

はん濫注意情報

避難指示

緊急安全確保

住 民

高齢者等避難

※注意 河川水位の高さと堤防や家との関係は定まったもの

ではありません。あくまで説明用の想定です。

ホットライン

堤 防

茨木市のホットライン対象河川：安威川等
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特別養護老人ホーム 川越キングスガーデン無事避難事例

令和元年10月 台風19号において、避難確保計画及び避難訓練に基づき、無事避難
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２７

３．避難確保計画の作成方法

茨木市



２８

１．講習会資料について 【資料１】

【資料１】 避難確保計画作成の手引き 解説編

避難確保計画作成の手引き
解説編

◇様式の作成に当たって必要な解説が記載さ

れています。

◇ 様式の作成で不明な点等があった場合は、

該当する箇所を適宜参照してください。



２９

１．講習会資料について 【資料２】

【資料２】 要配慮者利用施設管理者のための土砂災害に関する避難確保作成の手引き

◇要配慮者利用施設管理者のための土砂災害

に焦点を当てた避難確保計画作成の手引き

です。

◇ 様式の作成で不明な点等があった場合は、

該当する箇所を適宜参照してください。



３０

１．講習会資料について 【資料３】

【資料３】 様式編

◇「資料１：要配慮者利用施設における避難確保計

画作成の手引き別冊」の様式編の電子ファイル

です。

◇「エクセル版」で公表されており、ダウンロードす

ることで、計画作成時の作業の簡便化が図られ

ます。

　対象災害：水害（洪水）

年 7 月 作成

【施設名： 】

社会福祉施設

避難確保計画

2021



３１

１．講習会資料について 【資料４】

【資料４】 水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアル

◇作成された「避難確保計画」が、計画作成の目

的に沿った内容となっているかをチェックする

ためのマニュアルですが、各項目を検討する

際の視点が整理されており、計画検討時の参

考資料として活用できます。
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１．講習会資料について 【資料５】

３２



１．講習会資料について 【資料６】

【資料６】 要配慮者利用施設の避難確保に基づく訓練実施報告書

避難訓練終了後、訓練実施報告書を作成し、市町村へ提出してください。
【様式】 【記載例】
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３４

平成29年の水防法改正において、浸水想定区域内や土砂災害警戒区域内の要配慮者
利用施設（市町村地域防災計画に定められた施設）の管理者等は、「避難確保計画の
作成」と「避難訓練の実施」が義務化されています。

本チェックリストは、「水害を想定した避難訓練」を効果的に実施するために、自治体か
ら施設への資料提供により避難訓練の促進を図ることを目的としております。

避難訓練チェックリストは、共通訓練【必須】と【選択編】から構成されています。

□共通訓練【必須】：台風発生以降の情報収集から避難開始の判断までを行う訓練

□【選択編】：避難に関する様々な段階の防災行動の訓練

・共通訓練【必須】は、全施設において大切・必要な判断（避難開始）の訓練として、刻一
刻と変化しながら流れてくる気象情報等を確認しながら、「施設にとって適切なタイミン
グ」を考えるためのチェックリストとなっています。

・【選択編】は、避難の各段階で必要と考えられる様々な防災行動について、例示等も参
考に、いざという時の行動を確認するチェックリストとなっています。各施設にとって大
切と考えられる項目を選択して取り組めるようにしております。

１．講習会資料について 【資料７】

【資料７】 要配慮者利用施設における避難確保チェックリスト



1. 避難を開始するタイミングを適切に定めているか

【着眼点】

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」が発令された場合に避難を開始することにしているか（避難完了ま

での時間を確保した上で、利用者の身体的な負担等を考慮し、利用者の身体状態に応じて避難

開始のタイミングを分ける場合はある）

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」の発令を受けてから避難を開始しても間に合わないなど、利用者

全員が避難を完了するまでに多くの時間を要する施設については、それよりも早いタイミングで

避難を開始することにしているか

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」の発令の目安となる氾濫警戒情報及び大雨警報（土砂災害）も避

難開始の判断指標にしているか

□ 利用者全員が避難するのに要する時間を計画に記載しているか

1. 利用者の避難支援のための体制確立は適切であるか

【着眼点】

□ 避難行動について指揮する者を定めているか

□ 大雨や暴風により交通途絶が生じることで職員の参集が困難になることも想定し、特に夜間や休

日に災害が切迫する可能性がある場合には、明るいうちに体制を確立するなど、早めに避難支

援要員を確保する体制にしているか

□ 通所型の施設については、台風の襲来など、「警戒レベル３高齢者等避難」の発令が事前に予

想される場合には、臨時に閉所するなどの措置を定めているか

□ 消防団や近隣企業、地域住民等の地域関係者、利用者の家族を避難支援協力者として組み込

んでいる場合には、その要請のタイミングや連絡先を定めているか

一 避難の誘導

（水防法施行規則16条二）洪水時の避難の誘導に関する事項、（土砂災害防止法施行規則5条の2二）土砂災害が発生する

おそれがある場合における避難の誘導に関する事項

1. 安全が確保できる避難先を適切に選定しているか

１．講習会資料について 【資料８】
避難確保計画（非常災害対策計画を含む）チェックリスト 

 
 
 
 
 

施設名  

市町村名 茨木市 

 

施設が有する災害リスク等の確認 
施設 

チェック欄 

市町村 

チェック欄 

災害リスクの

確認 

洪水浸水想定区域内に位置するか □ 位置する 

□ 位置していない 

□ 位置する 

□ 位置していない 

土砂災害警戒区域や土砂災害特別警戒

区域内に位置するか 

□ 位置する 

□ 位置していない 

□ 位置する 

□ 位置していない 

市町村地域防災計画に当該施設が定められているか □ 定められている 

□ 定められていない 

□ 定めている 

□ 定めていない 

 
 

計画

項目 
チェック項目 

施設 

チェック欄 

市町村 

チェック欄 

(ア)防災体制、情報収集及び伝達 
（水防法施行規則 16 条一）洪水時の防災体制に関する事項、（土砂災害防止法施行規

則 5条の 2一）土砂災害が発生するおそれがある場合における防災体制に関する事項 

  

 1. 気象情報や河川情報、土砂災害に関する情報、避難情報の

収集・伝達方法等を適切に定めているか 

□ 対応済 

□ 要改善 

 

□ 適切 

□ 要改善 

 【着眼点】 

□ 雨量情報や洪水予報、河川水位情報、土砂災害警戒情報等の防

災気象情報、市町村からの避難情報、その他避難に必要な情報を

収集するタイミング、収集する者、収集する情報の種類、収集する方

法を定めているか 

□ 収集した情報の伝達先、伝達方法を定めているか 

□ 避難に関して市町村と連絡を取り合う場合の連絡先や連絡するタイ

ミング（避難開始時や避難完了時等）を定めているか 

□ 他の社会福祉施設等を避難先に選定している場合には、その連絡

先や連絡するタイミングを定めているか 

 

2. 避難を開始するタイミングを適切に定めているか 
□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

 

施設 
チェック担当者名 

市町村 
チェック担当者名 

 
 

３５



３６

２．避難確保計画の様式 【洪水】

計画作成後、市に提出頂きたい様式

【様式１～６】

※様式６は自衛水防組織を設置した場合に提出

個人情報等が含まれるため、市には提出す
る必要がない様式

※別添，別表１，別表２は、様式６で自衛水防組織
を設置した場合に作成

避難確保計画は、全ての項目
（様式）を検討・作成することを
基本と考えて下さい。



３７

３．各様式の目的と作成・検討時のポイント 【総括】

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式１ 計画の目的等を整理する 様式集（土砂の場合は作成例）の記載を基本とする。 □

別紙１ 避難先・避難経路を整理する 安全な場所を避難先・経路とする設定を基本とする。
必要な場合には垂直避難も検討する。 □

様式２ 「いつ」「何の行動を」「だれが」行うかの対応
を整理する

施設毎の避難必要時間を踏まえて、時間軸に対応するきっかけ（トリ
ガー情報）を設定する。 □

様式３ 情報収集先・伝達方法を整理する 講習会資料を参考に、必要な情報収集先を追加する。 □

様式４ 避難先を整理する 別紙１で検討した避難先を整理する。
移動距離と手段を念頭に、移動に必要な時間を想定する。 □

様式５ 備蓄品を整理する 避難誘導時に加え、避難先での滞在（避難生活）に必要な備蓄品を整
理する。 □

様式６ 自衛水防組織を位置付ける 様式集の記載を参考にする。 □

様式７ 防災教育・訓練の計画を整理する 避難訓練は出水期前に実施する。
設定した日程を様式５（下部）に反映する。 □

様式８ 利用者の緊急連絡先を整理する 連絡先の情報は定期的に確認・更新する。 □

様式９ 職員・保護者の連絡体制を整理する 連絡が途切れないような運用ルールを工夫・共有する。
定期的に更新（確認）する。 □

様式10 外部機関の連絡先を整理する 講習会資料を参考に必要な連絡先を追加する。 □

様式11 利用者の特性を踏まえ、避難先までの移動
手段と対応スタッフを整理する

避難・移動のための職員体制を検討する。
避難移動に必要な時間を検討・整理する。 □

様式12 災害時の役割分担を整理する 職員の参集がうまくいかない場合も想定する。 □

別添 自衛水防組織の概要を整理する 様式集の記載を参考にする。 □

別表１ 防災体制を整理する 様式12を活用する。 □

別表２ 備蓄品を整理する 様式5を活用する。 □
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青色の書類は市町村長に提出してください。

自衛水防組織の有無によって、下記の表をコピーして使用してください。

（洪水、内水、高潮が対象となる場合）

（津波、土砂災害が対象となる場合）

《自衛水防組織を設置する場合》 《自衛水防組織を設置しない場合》

↓

8

防災教育及び訓練の年間計画 様式７ 9

利用者緊急連絡先一覧表 様式８ 10

緊急連絡網 様式９ 11

外部機関等の緊急連絡先一覧表 様式10 11

対応別避難誘導一覧表 様式11 1214

13

12

11

10

8

7

6

5

4

3

2 計画の報告 様式１ 1

計画の適用範囲 様式１ 1

防災体制 様式２ 2～5

情報収集・伝達 様式３ 6

避難誘導 様式４ 7

避難の確保を図るための施設の整備 様式５ 8

防災教育及び訓練の実施 様式５

記載例

様式編　目次 様式編　目次

様式１計画の目的 様式１ 1 1 計画の目的

様式等 ページ 項目 様式等 ページ項目 様式等 ページ 項目

自衛水防組織を設置する場合 自衛水防組織を設置しない場合

1 1 計画の目的 様式１ 11

自衛水防組織を設置しない場合

様式１ 1 3 計画の適用範囲 様式１ 13 計画の適用範囲

様式１ 1 2 計画の報告 様式１ 12 計画の報告

様式３ 6 5 情報収集・伝達 様式３ 65 情報収集・伝達

様式２ 2～5 4 防災体制 様式２ 2～54 防災体制

様式５ 8 7 避難の確保を図るための施設の整備 様式５ 87 避難の確保を図るための施設の整備

様式４ 7 6 避難誘導 様式４ 76 避難誘導

様式６ 9 10 防災教育及び訓練の年間計画 様式７ 99 自衛水防組織の業務に関する事項

様式５ 8 8 防災教育及び訓練の実施 様式５ 88 防災教育及び訓練の実施

様式８ 11 12 緊急連絡網 様式９ 1111 利用者緊急連絡先一覧表

様式７ 10 11 利用者緊急連絡先一覧表 様式８ 1010 防災教育及び訓練の年間計画

様式10 12 14 対応別避難誘導一覧表 様式11 1213 外部機関等の緊急連絡先一覧表

様式９ 12 13 外部機関等の緊急連絡先一覧表 様式10 1112 緊急連絡網

- 施設周辺の避難地図 別紙１ －- 自衛水防組織活動要領

様式11 13 15 防災体制一覧表 様式12 1314 対応別避難誘導一覧表

別表１ 15

- 施設周辺の避難地図 別紙１ －

15 防災体制一覧表 様式12 13

- 自衛水防組織装備品リスト 別表２ 15

- 自衛水防組織の編成と任務

別添 14

別紙１ －

　自衛水防組織は対象災害に応じて、以下のように定められています。

　要配慮者利用施設には、自衛水防組織の設置の努力義務が課せられています（水防法第十五条
の三第6項）。自衛水防組織を設置する場合、様式６も作成し、合わせて、別添、別表１、別表２
を作成します。

　要配慮者利用施設には、自衛水防組織の設置の努力義務規定はありません。

- 施設周辺の避難地図

（参考）自衛水防組織を設置している場合としていない場合の組織図

管理権限者 管理権限者

統括管理者

総括・情報班 情報収集伝達要員

避難誘導班 避難誘導要員

解説編 第１章1.1（３） 目次

市
町
村
長
へ
の
提
出
は
不
要

市
町
村
長
へ
の
提
出
は
不
要

自衛水防組織を設置しない場合の目次です。自衛水防組織を設置する場合は、

「自衛水防組織を設置する場合」の目次を採用してください。

市への提出は、様式１～５及び別紙１です。様式７～１１は各施設で管理してく

ださい。自衛水防組織をい設置した場合は様式６が必要です。
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１　計画の目的 １　計画の目的

関連法：水防法 関連法：水防法、津波防災地域づくりに関する法律、土砂災害防止法

２　計画の報告 ２　計画の報告

３　計画の適用範囲 ３　計画の適用範囲

　この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。 　この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。

※利用者数は最大の利用者数を記載（おおよその利用者数でもよい） ※利用者数は最大の利用者数を記載（おおよその利用者数でもよい）

※昼間は通所部門と入所部門の合計人数を記載 ※昼間は通所部門と入所部門の合計人数を記載

※夜間は入所部門の人数を記載 ※夜間は入所部門の人数を記載

※休日は訪問介護を実施、利用者はいない

●　計画の見直し ●　計画の見直し

●　事前休業の判断について ●　事前休業の判断について

　大型台風の襲来が予想される場合で、公共交通機関の計画的な運休が予定される場合、通所部門を臨時休業とする。 　大型台風の襲来が予想される場合で、公共交通機関の計画的な運休が予定される場合、通所部門を臨時休業とする。

　または午前 時の時点で、全府下又は「 」に以下のいずれかが発令されている場合は、 　または午前 時の時点で、全府下又は「 」に以下のいずれかが発令されている場合は、

通所部門を臨時休業とする。 通所部門を臨時休業とする。

※開業時間と利用者の通所にかかる時間も考慮して、休業の判断をする。

　この計画は、本施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。
　また、作成した避難確保計画に基づいて、安全な避難行動を確実に行うことができるよう、防災
教育や訓練を行い、施設の職員や利用者に対して、洪水に関する知識を深めるとともに、訓練等を
通して課題等を抽出し、必要に応じてこの計画を見直ししていくものとする。

　この計画は、本施設の利用者の洪水時・内水時・高潮時・津波の発生時・土砂災害の発生時の円
滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。
　また、作成した避難確保計画に基づいて、安全な避難行動を確実に行うことができるよう、防災
教育や訓練を行い、施設の職員や利用者に対して、洪水・内水・高潮・津波・土砂災害に関する知
識を深めるとともに、訓練等を通して課題等を抽出し、必要に応じてこの計画を見直ししていくも
のとする。

　計画を作成又は必要に応じて見直し・修正をしたときは、遅滞なく、当該計画を茨木市長へ報告
する。

　計画を作成又は必要に応じて見直し・修正をしたときは、遅滞なく、当該計画を茨木市長へ報告
する。

施設の状況 施設の状況

様式１ 記載例

利用者 施設職員 利用者 施設職員

昼　間 約 名 約

平　日 休　日 平　日 休　日

利用者 施設職員 利用者 施設職員

名9 名 約 名 約名 昼　間 約 27 名 約名 約 名 約

避難訓練の結果や社会情勢の変化に伴い、定期的に見直すものとする。 避難訓練の結果や社会情勢の変化に伴い、定期的に見直すものとする。

約 名 約 名約 9 名 約 2 名名夜　間 約 名 約 名 約

暴風警報又は特別警報 暴風警報又は特別警報

大雨警報又は特別警報 大雨警報又は特別警報

洪水警報 洪水警報

約 名 夜　間

8 茨木市 8 茨木市

解説編 第１章1.2 計画の目的等（様式１）

解説編 第１章1.2（３）（４）

施設利用者（要配慮者）の把握、施設職員の把握

解説編 第１章1.2（5）

事前休業の判断について

関連法は水防法のみの記載で結構です。

各施設の実人員を記入

どういう、気象警報で休業判断するかを

記入。これは一例です。
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■キレイな図面として作る必要はありま
せん。

■施設の方々が、以下を共有すること
が大切です。

○避難先と避難経路がどこか。

○避難経路上で気をつけておきたいこ

とはないか。

施設名 建物階数 浸水深

●●●● ●階 ●~●m

【お願い】別紙1
出する際に「施設名」、「建
物階数」、「浸水深」を記
載して下さい。

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

別紙１ 避難先・避難経路を整理する
安全な場所を避難先・経路とする設定を基本とする。

必要な場合には垂直避難も検討する。
□

【別紙１】 避難経路図
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【別紙１】 避難経路図 【どこに避難するか】を考える

いばなびマップ

避難行動について

立退き避難：その場を立ち退いて、「指定緊急避難場所」や「近隣の安全な場所」へ移動する水平避難。

屋内安全確保：垂直避難（屋内の2階以上の安全を確保できる高さに移動）などで屋内に留まっての安全確保。

参考：避難勧告等に関するガイドライン（内閣府：Ｈ２９．１）

自施設や避難先候補、避難経路等の安全性を確認しながら考えましょう

浸水範囲と浸水深 継続時間

留意事項 ■浸水が継続すること等により、避難生活が長期化する可能性も念頭に考えましょう。（屋
内安全確保時に、期待どおりに支援物資等が届かない可能性もあります。）

■施設利用者の避難生活の環境確保の観点から、類似施設となる提携先の施設や知り
合いの施設などは有力な候補となります。

■避難先は浸水や土砂災害リスクがないところへの【立ち退き避難を基本】としましょう。

■立退き避難を検討した上で、避難する方が利用者等の命に却って危険を及ぼしかねないと判断する場合は
屋内安全確保（上層階への避難）等、命が助かる可能性の高い避難行動を検討して下さい。

避難先検討時のポイント
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茨木市 災害時避難所

【別紙１】 避難経路図 【どこに避難するか】の参考情報

①
②
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１．防災体制の確立 【様式２】

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

以下のいずれかに該当する場合

 ○○

 ○○

体制確立の判断時期

以下のいずれかに該当する場合

 ○○

 ○○

以下のいずれかに該当する場合

 ○○

 ○○

・・・・・・

対応要員活動内容体 制

・・・・・・

・・・・・・

注
意
体
制
確
立

警
戒
体
制
確
立

非
常
体
制
確
立

いつ行動するか 何を・誰が行うか

心のスイッチを
入れる段階

避難開始に向けた
準備を進める段階

避難行動の段階

いつ（なにをきっかけに）

 洪水予報等の
情報収集

 職員参集指示
 通所者の受け
入れ判断

 保護者への事
前連絡

 情報収集伝達要員

 管理権限者
 管理権限者

 情報収集伝達要員

 情報収集伝達要員

 避難誘導要員

 管理権限者

 避難誘導要員

 全員

 避難誘導要員

 洪水予報等の
情報収集

 資器材・携行品
の準備

 避難先の確認・
確認連絡

 優先要配慮者
の避難誘導

 施設全体の避
難誘導

 未避難者等の
確認

何を 誰が
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洪水 洪水

４　防災体制 ４　防災体制

【防災体制確立の判断時期及び役割分担】 【防災体制確立の判断時期及び役割分担】

↓ ↓

↓ ↓

大型台風 大型台風

○○企業との協定　福祉車両提供及び避難支援（詳細は協定書参照）

総括・情報班（情報収集伝達要員）洪水予報等の情報収集

《自衛水防組織を設置する場合》
　防災体制確立の判断時期に基づき、注意、警戒、非常の体制をとり、管理権限者が定めた統括管理者のもと、
総括・情報班、避難誘導班が避難誘導等の活動を行う。
《自衛水防組織を設置しない場合》
　防災体制確立の判断時期に基づき、注意、警戒、非常の体制をとり、管理権限者のもと情報収集伝達要員、避
難誘導要員が避難誘導等の活動を行う。

　防災体制確立の判断時期に基づき、注意、警戒、非常の体制をとり、管理権限者のもと情報収集伝達要員、
避難誘導要員が避難誘導等の活動を行う。

記載例様式２

以下のいずれかに該当する場合
総括・情報班（情報収集伝達要員）

　　氾濫注意水位を超過 　　氾濫注意情報発表

　 ○○川（○○地点）　 　 ○○川（○○地点）　

　 洪水注意報発表 　 洪水注意報発表

　 高齢者等避難開始の発令 使用する資器材の準備 避難誘導班（避難誘導要員） 　 高齢者等避難開始の発令 使用する資器材の準備 避難誘導班（避難誘導要員）

以下のいずれかに該当する場合
 洪水予報等の情報収集 総括・情報班（情報収集伝達要員） 以下のいずれかに該当する場合
 洪水予報等の情報収集 総括・情報班（情報収集伝達要員）

　 ○○川（○○地点）避難判断水位 要配慮者の避難誘導 避難誘導班（避難誘導要員） 　 ○○川（○○地点）氾濫警戒 要配慮者の避難誘導 避難誘導班（避難誘導要員）

　 洪水警報発表 周辺住民への事前協力依頼 総括・情報班（情報収集伝達要員） 　 洪水警報発表 周辺住民への事前協力依頼 総括・情報班（情報収集伝達要員）

　・記録的短時間大雨情報発表 保護者・家族等への事前連絡 総括・情報班（情報収集伝達要員） 　・記録的短時間大雨情報発表 保護者・家族等への事前連絡 総括・情報班（情報収集伝達要員）

に接近し今後も増加する見込み 　　情報発表　

レベル２　注意体制

レベル３　警戒体制

レベル４　非常体制レベル４　非常体制

　 避難指示の発令

以下のいずれかに該当する場合
 施設内全体の避難誘導 避難誘導班（避難誘導要員） 以下のいずれかに該当する場合
 施設内全体の避難誘導 避難誘導班（避難誘導要員）

　　情報発表

　 避難指示の発令

・施設内全体の避難誘導を開始する。 ・施設内全体の避難誘導を開始する。

・避難場所へ避難する準備を行う。
・要配慮者の避難誘導を開始する。

・避難場所へ避難する準備を行う。
・要配慮者の避難誘導を開始する。

※浸水想定区域と土砂災害警戒区域が重複する地域では、避難情報
等の発表・発令が早い情報で避難体制を確立し、避難のタイミング
を判断する必要がある。

※浸水想定区域と土砂災害警戒区域が重複する地域では、避難情報
等の発表・発令が早い情報で避難体制を確立し、避難のタイミング
を判断する必要がある。

※判断時期は、気象情報、洪水警報及び避難情報等をもとに設定す
る。避難情報等は必ずしも発令されない場合があるので、雨の降り
方等により自主的な判断に基づき体制を確立することも必要であ
る。

※判断時期は、気象情報、洪水警報及び避難情報等をもとに設定す
る。避難情報等は必ずしも発令されない場合があるので、雨の降り
方等により自主的な判断に基づき体制を確立することも必要であ
る。

・災害モードへ気持ちを切り替える。
・気象情報等の収集を行う。

・災害モードへ気持ちを切り替える。
・気象情報等の収集を行う。

洪水予報等の情報収集以下のいずれかに該当する場合


を超過 　 ○○川（○○地点）氾濫危険

　 ○○川（○○地点）避難判断水位 　　

レベル３　警戒体制

レベル２　注意体制

大型台風の襲来が予想される場合で、公共交通機関の計画運休が予定されている場合、避難に関
する準備をし、早めに避難を開始する。また、協定を締結した地域の企業等と連携して早めに避難を
開始する。

大型台風の襲来が予想される場合で、公共交通機関の計画運休が予定されている場合、避難に関
する準備をし、早めに避難を開始する。また、協定を締結した地域の企業等と連携して早めに避難を
開始する。

体制確立の判断時期 体制

レ
ベ
ル
２

注
意
体
制
確
立

活動内容 対応班（要員）

レ
ベ
ル
３

警
戒
体
制
確
立

レ
ベ
ル
４

非
常
体
制
確
立

体制確立の判断時期 体制 活動内容 対応班（要員）

解説編 第１章1.3（2）

防災体制の判断基準の設定

レ
ベ
ル
２

注
意
体
制
確
立

レ
ベ
ル
３

警
戒
体
制
確
立

レ
ベ
ル
４

非
常
体
制
確
立



４７

情報内容 取得機関 URL・連絡先

台風等の各種気
象情報

気象庁HP https://www.jma.go.jp/jp/kishojoho/

大阪管区気象台 https://www.data.jma.go.jp/osaka/

河川の情報
国土交通省HP

「川の防災情報」
https://www.river.go.jp/kawabou/ipTop

Gaikyo.do

大阪府内の
防災情報

おおさか防災
ネット

https://www.Osaka-bousai.net/pref/

Index.html

避難等の情報

茨木市HP https://www.city.ibaraki.Osaka.jp/

茨木市災害情報自
動配信サービス
(登録制）

停電の情報
関西電力送配電株
式会社

http://www.teideninfo.energia.co.jp//

電話に関する情報 NTT 113

地デジ・データ放
送の防災情報

NHK 等
地デジ対応テレビのリモコンで「ｄボタン」
を押す

【様式３】 情報収集

気象庁茨木市防災気象情報 おおさか防災ネット

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式３ 情報収集先を整理する 講習会資料を参考に、必要な情報収集先を追加する。 □

収集する情報 処置方法

気象警報

洪水予報・河川水位
土砂災害警戒情報

高齢者等避難
避難指示

様式3

５ 情報収集・伝達

（１） 情報収集

収集する主な情報及び収集方法は以下のとおりとする。

https://www.osaka-bousai.net/pref/
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検討時のポイント！

■ 「何の情報を」 「誰から誰に」、「どのような方法で」伝達するのかを決めましょう。

情報伝達系統の例と大切な心構え

総括・情報班
（管理者）

施設長

避難誘導班

関係施設 等

電話、メール、
口頭（施設内）

・気象情報
・河川水位情報
・土砂災害警戒情報
・避難指示等の情報
・避難所の開設状況 等

【心構え】情報が来るのを待つのではなく自ら収集
することを心がけましょう

市からの連絡、防災行政無線、緊急
速報メール等の

プッシュ通知型の防災情報

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式３ 情報伝達方法を整理する 様式集（洪水）の記載を基本とする。 □

誰から誰に

何の情報を どのような

方法で
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５　情報収集・伝達 ５　情報収集・伝達

(1) 情報収集 (1) 情報収集

収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。 収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。

　停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話を活用して情報を収集するものとし、これに備えて、 　停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話を活用して情報を収集するものとし、これに備えて、

乾電池、バッテリー等を備蓄する。 乾電池、バッテリー等を備蓄する。

　提供される情報に加えて、雨の降り方、施設周辺の水路や道路の状況、斜面に危険な前兆が 　提供される情報に加えて、雨の降り方、施設周辺の水路や道路の状況、斜面に危険な前兆が

無いか等、施設内から確認を行う。 無いか等、施設内から確認を行う。

「対応別避難誘導一覧表」⇒様式１１ 「対応別避難誘導一覧表」⇒様式１１

(2) 情報伝達 (2) 情報伝達

　「緊急連絡網」に基づき、気象情報、洪水予報、津波情報及び土砂災害警戒情報等の 　「緊急連絡網」に基づき、気象情報、洪水予報、津波情報及び土砂災害警戒情報等の

情報を施設内関係者間で共有する。 情報を施設内関係者間で共有する。

　避難する場合には「利用者緊急連絡先一覧表」に基づき、利用者の保護者・家族等に対し、 　避難する場合には「利用者緊急連絡先一覧表」に基づき、利用者の保護者・家族等に対し、

「 （避難場所）へ避難する。利用者引き渡しは （避難場所）において 「 （避難場所）へ避難する。利用者引き渡しは （避難場所）において

行う。利用者の引き渡し開始は午前●時頃とする。」旨を連絡する。 行う。利用者の引き渡し開始は○○時頃とする。」旨を連絡する。

※実際に避難する場所の名称を記載して下さい。

「利用者緊急連絡先一覧表」⇒様式８ 「利用者緊急連絡先一覧表」⇒様式８

「緊急連絡網」⇒様式９ 「緊急連絡網」⇒様式９

施設周辺における土砂災害の前兆
現象

施設周辺の浸水状況 施設職員による目視
（但し、安全に配慮して危険な場所に近づかない
よう施設内から実施）

施設周辺における土砂災害の前兆
現象

施設周辺の浸水状況 施設職員による目視
（但し、安全に配慮して危険な場所に近づかない
よう施設内から実施）

A A Ａ会 Ａ会

その他

施設周辺の浸水状況
施設周辺の浸水状況 施設職員による目視
（但し、安全に配慮して危険な場所に近づかない
よう施設内から実施）
 


その他

施設周辺の浸水状況
施設周辺の浸水状況 施設職員による目視
（但し、安全に配慮して危険な場所に近づかない
よう施設内から実施）
 


排水施設の稼働状況 市町村からのＦＡＸ（事前に調整必要） 排水施設の稼働状況 市町村からのＦＡＸ（事前に調整）

土砂災害警戒情報 ラジオ（ＡＭ〇〇〇KHｚ） 土砂災害警戒情報 ラジオ（ＡＭ○○○）

避難情報
防災行政無線、エリアメール・緊急速報メール、
防災メール

高齢者等避難、避難指示
防災行政無線、エリアメール・緊急速報メール、
防災メール

洪水予報等

気象警報 テレビ

洪水予報等

気象警報、津波情報 テレビ

洪水予報、水位到達情報 インターネット（情報提供機関のウェブサイト） 洪水予報、水位到達情報 インターネット（情報提供機関のウェブサイト）

様式３ 記載例

収集する情報 情報の例示 収集方法 収集する情報 情報の例示 収集方法（例）

解説編 第１章1.4（2） 情報伝達

解説編 第１章1.4（1） 情報収集
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６　避難誘導 ６　避難誘導

（１）避難場所、移動距離及び手段 （１）避難場所、移動距離及び手段

１）立ち退き避難（水平避難）を行う場合 １）立ち退き避難（水平避難）を行う場合

立ち退き避難（水平避難）の場合の避難場所１（浸水想定区域外の関連施設） 立ち退き避難（水平避難）の場合の避難場所１（浸水想定区域外の関連施設等）

立ち退き避難（水平避難）の場合の避難場所２（指定緊急避難場所） 立ち退き避難（水平避難）の場合の避難場所２（指定緊急避難場所）

２）屋内安全確保を行う場合 ２）屋内安全確保を行う場合

屋内安全確保（垂直避難）の場合 屋内安全確保（垂直避難）の場合

※建物名称は、複数の建物がある場合や日頃用いている名称がある場合に記載する。

※移動手段には、階段の利用、使用する資器材等を記載する。

３）近隣の安全な場所 ３）近隣の安全な場所※

立ち退き避難（水平避難）、屋内安全確保（垂直避難）が困難な場合、近隣の安全な場所 立ち退き避難（水平避難）、屋内安全確保（垂直避難）が困難な場合、近隣の安全な場所

「 」に避難するものとする。 「 」に避難するものとする。

※指定緊急避難場所ではないが、標高の高い場所など近隣のより安全な場所・建物等

（２）避難経路 （２）避難経路

避難場所までの避難経路は、【施設周辺の避難地図】のとおりとする。 避難場所までの避難経路は、【施設周辺の避難地図】のとおりとする。

避難場所については、避難訓練等により避難できることを確かめ、必要に応じ見直しするものとする。 避難場所については、避難訓練等により避難できることを確かめ、必要に応じ見直しするものとする。

【施設周辺の避難地図】 ⇒別紙１ 【施設周辺の避難地図】 ⇒別紙１

対応別避難誘導一覧表 　⇒様式１１ 対応別避難誘導一覧表 　⇒様式１１

徒歩 車両 徒歩 車両

施設名（洪水） 〇グループホーム m 3 台

様式４ 記載例

避難場所名称 移動距離
移動手段

避難場所名称 移動距離
移動手段

浸水深が大きく、施設全体が浸水するおそれがある場合、浸水継続時間が長く、長期的に孤立するおそれがある場
合、家屋倒壊等氾濫想定区域に位置する場合は立ち退き避難（水平避難）する。関連施設等への避難も選択肢の一
つである。利用者に合わせて移動手段に配慮する。避難場所への立ち退き避難（水平避難）が危険な場合は、近隣
の安全な場所や建物のより安全な部屋等へ移動する。

✔ ✔施設名（内水） Ａ会（系列グループホーム） 2,000 m 4 台

✔ ✔

施設名（内水） 〇グループホーム m 3 台

施設名（洪水） Ａ会（系列グループホーム） 2,000 m 4 台

移動距離
移動手段

徒歩 車両 徒歩 車両

✔ ✔

避難場所名称 移動距離
移動手段

避難場所名称

施設名（土砂災害：がけ崩れ・
土石流・地すべり）

Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台
施設名（土砂災害：がけ崩れ・
土石流・地すべり）

m 台

施設名（内水） Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台✔ ✔施設名（内水） C小学校(体育館） m ✔ 台3

施設名（洪水） Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台✔ ✔施設名（洪水） C小学校(体育館） m 台✔

建物名称 避難階 移動手段 建物名称 避難階 移動手段

施設名（土砂災害：がけ崩れ・
土石流・地すべり）

Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台✔ ✔
施設名（土砂災害：がけ崩れ・
土石流・地すべり）

m 台

本施設 2 階 エレベーター、ストレッチャー

本施設 2 階 エレベーター、ストレッチャー

屋内安全確保（内水） 本施設 2 階 エレベーター、ストレッチャー 屋内安全確保（内水）

屋内安全確保（洪水） 本施設 2 階 エレベーター、ストレッチャー 屋内安全確保（洪水）

本施設（斜面の反対側） 2 階 エレベーター、ストレッチャー

○○公園

施設名（土砂災害：がけ崩れ・
土石流・地すべり）

本施設（斜面の反対側） 2 階 エレベーター、ストレッチャー
施設名（土砂災害：がけ崩れ・
土石流・地すべり）

解説編 第１章1.5 避難誘導（様式４）
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【様式５】 避難の確保を図るための施設の整備

①情報収集・伝達時、避難誘導時に必要なもの
（案内旗、拡声器など）を整理する。

②避難所等での避難生活時に必要なもの（水、
食料、薬など）を整理する。

③水害時に活用できる状態かを確認する。

＜留意事項：上層避難の対応について＞
• 上層避難の場合、長期化や孤立等により、水や食
料、医療品の確保や体調を崩した場合の処置等に
困難を伴うことも想定されます。

• 必要な物資の備蓄や、市町村防災部局・消防機関
等との連絡体制の確保、カルテのバックアップ、最
低限必要となる照明や医療機器のための自家発
電設備等の準備を整えておくなど、避難生活の長
期化に留意して下さい。

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式５ 備蓄品を整理する
避難誘導時に加え、避難先での滞在（避難生活）に必要な備蓄品
を整理する。

□

検討時のポイント！



52

７　避難の確保を図るための施設の整備 ７　避難の確保を図るための施設の整備

　利用者にあわせた器具や食事の提供が必要となる場合がある。避難場所での生活に必要な備品などに配慮する。

※事前の対策 ※事前の対策

８　防災教育及び訓練の実施 ８　防災教育及び訓練の実施

　毎年 月に新規採用の施設職員を対象に研修を実施する。 　毎年 月に新規採用の施設職員を対象に研修を実施する。

　毎年 月に全施設職員を対象として、情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。 　毎年 月に全施設職員を対象として、情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。

　その他、年間の教育及び訓練計画を毎年 月に作成する。 　その他、年間の教育及び訓練計画を毎年 月に作成する。

防災教育及び訓練の年間計画⇒様式７ 防災教育及び訓練の年間計画⇒様式７

様式５ 記載例

　情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材等については、下表「避難確保資器材一覧」に示すとおり
である。これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。

　情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材等については、下表「避難確保資器材一覧」に示すとおり
である。これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。

避難確保資器材一覧 避難確保資器材一覧（例）

施設内の一時避難 施設内の一時避難
　水（１人あたり9リットル）　、　食料（１人あたり9食分）　、　

　寝具　、　防寒具

避難誘導 避難誘導

　名簿（施設職員、利用者）　、　案内旗　、　タブレット　、　

　携帯電話　、　懐中電灯　、　携帯用拡声器　、　電池式照明器具　、　

　電池　、　携帯電話用バッテリー　、　ライフジャケット　、　

　蛍光塗料

備蓄品 備蓄品

情報収集・伝達 情報収集・伝達
　テレビ　、　ラジオ　、　タブレット　、　ファックス　、　携帯電話　、　

　懐中電灯　、　電池　、　携帯電話用バッテリー

　テレビ　、　ラジオ　、　タブレット　、　ファックス　、　携帯電話　、　

　懐中電灯　、　電池　、　携帯電話用バッテリー

　名簿（施設職員、利用者）　、　案内旗　、　タブレット　、　

　携帯電話　、　懐中電灯　、　携帯用拡声器　、　電池式照明器具　、　

　電池　、　携帯電話用バッテリー　、　ライフジャケット　、　

　蛍光塗料

　水（１人あたり9リットル）　、　食料（１人あたり9食分）　、　

　寝具　、　防寒具

浸水を防ぐための対策 浸水を防ぐための対策

　土のう　、　止水板　、　 　土のう　、　止水板　、　○○○○

土砂災害に対する避難を確保するための対策※ 土砂災害に対する避難を確保するための対策※

医薬品 　常備薬　、　消毒薬　、　包帯　、　絆創膏　 医薬品 　常備薬　、　消毒薬　、　包帯　、　絆創膏　

その他 その他 　○○○○

衛生器具 衛生器具
　おむつ・おしりふき　、　タオル　、　ウエットティッシュ　、　

　マスク　、　ゴミ袋

　おむつ・おしりふき　、　タオル　、　ウエットティッシュ　、　

　マスク　、　ゴミ袋

3 3

　自家発電機　、　壁の補強　、　非常用サイレン（屋外設置）　、　○○○○ 　自家発電機　、　壁の補強　、　非常用サイレン（屋外設置）　、　○○○○

4 4

6 9

解説編 第１章1.6

避難の確保を図るための施設の整備（様式５）

解説編 第１章1.7

防災教育及び訓練の取組（様式７）
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【様式６】 自衛水防組織の業務に関する事項

①別添、別表1,2を活用し、組織を設置する
①別添、別表1,2を活用し、組織設置を記述。

②研修及び訓練計画を記述。

③設置を茨木市へ報告する旨を記述。

作成の手順

②研修・訓練計画は【様式５】
に基づいて記述する③自衛水防組織を設

置したことを○○市
に報告する

＜留意事項：自衛水防組織の設置について＞

• 施設利用者の安全確保のための体制のことであり、避
難確保計画の検討内容に基づく防災体制に他なりませ
ん。

• 自衛水防組織の設置は努力義務ですが、設置すること
が望ましいと考えられます。設置した場合、市町村への
報告が必要です。

• 既に自衛消防組織を設置している場合は、それらの情
報も活用してください。

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式６ 自衛水防組織を位置付ける 様式集の記載を参考にする。 □

別添 自衛水防組織の概要を整理する 様式集の記載を参考にする。 □

別表１ 防災体制を整理する 様式12を活用する。 □

別表２ 備蓄品を整理する 様式5を活用する。 □
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【別添】 自衛水防組織活動要領

➀施設名を変更する

②班構成を修正する

作成の手順

①施設名に変更する

②班構成を修正する
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【別表１・別表２】 自衛水防組織の業務

【別表１】 様式12を活用する

【別表２】 様式５を活用する

作成の手順

【様式12 防災体制一覧表】を活用する

【様式５ 避難の確保を図るための施設の整備】を活用する



56

【様式７（５）】 防災教育及び訓練

４ 10

５ 10

５ 20

５ 30

５ 30

６ 15

６ 30

【防災教育及び避難訓練の年間計画作成例】

○訓練内容と実施月を記入する。

①従業員と施設利用者の防災教育の日
程を決める。

②防災訓練の実施日は、出水期前に
設定する。

③訓練結果を踏まえ、計画の見直し時
期を決める。

作成の手順

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式７（５） 防災教育・訓練の計画を整理する
避難訓練は出水期前に実施する。

設定した日程を様式５（下部）に反映する。
□
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【様式８】 施設利用者緊急連絡先一覧表

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式８ 利用者の緊急連絡先を整理する 連絡先の情報は定期的に確認・更新する。 □

➀施設利用者の氏名、年齢、住所を記入する。

②施設利用者の緊急連絡先となる情報（氏名、続柄、電話番号、住所）を記入する。

作成の手順

＜留意事項＞

• 施設利用者の連絡先等の情報は、定期的に確認・更新することが必要です。

• 施設利用者の保護者や家族への緊急時の連絡先や緊急搬送先を整理しておくことが有効です。
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【様式９】 緊急連絡網

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式９ 職員・保護者の連絡体制を整理する
連絡が途切れないような運用ルールを工夫・共有する。

定期的に更新（確認）する。
□

＜留意事項＞
• 連絡が途切れた場合にも連絡
が繋がるような連絡網と運用
ルールが重要です。 （例：連絡が
つかない場合は一旦次の人に連絡し、
同じ人が後から確認することをルール
化する 等）

• 連絡先は定期的な更新が必
要です。

①施設の職員の連絡網

②施設利用者の保護者等の連絡網

①施設管理者から従業員を含
めた施設関係者の緊急連絡
網を作成する。

②施設利用者の保護者や家族
への緊急連絡体制を作成す
る。

作成の手順
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□外部機関等への緊急連絡先は以下を参考にして下さい。
様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式10 外部機関の連絡先を整理する 講習会資料を参考に必要な連絡先を追加する。 □

【様式10】 外部機関等への緊急連絡先

作成の手順

①各要員の役割に適し
た担当者を決める

②各要員の対応内容を
決める。

＜留意事項＞
• 責任者と連絡がつか
ない場合や担当者が
不在の場合にも対応
可能な組織づくりを
考えることが重要で
す。
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【様式11】 避難誘導方法

作成のポイント！

■要配慮者の特性を踏まえた移
動手段を整理する。

■誰が対応するかを決定する。

■移動に必要な時間を考える。

施設利用者 避難誘導要員

対
応
内
容

避難場所へ移動
□単独歩行が可能な方
□介助が必要な方
□車いすを使用する方
□ｽﾄﾚｯﾁｬｰや担架が必要な方
□そのほか（ ）

（ ）名
（ ）名
（ ）名
（ ）名
（ ）名

担 当 者
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

そのほかの対応
□ご自宅に帰宅する方
□病院に搬送する方
□そのほか（ ）

（ ）名
（ ）名
（ ）名

（ ）
（ ）
（ ）

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式11
利用者の特性を踏まえ、避難先までの移動手段と対
応スタッフを整理する

避難・移動のための職員体制を検討する。

避難移動に必要な時間を検討・整理する。
□

＜留意事項：移動手段等について＞
• 移送時に搬送車の手配が必要な場合、夜間

や大雨等の状況も念頭に、必要台数が手配
できるか事前確認が必要です。

• 十分な人員がいるかにも留意が必要です。

• 避難誘導にあたっては、独歩、護送（車いす）
、担送（寝たきり）など、利用者の移動能力に
応じて、搬送具や患者用ライフジャケット等の
資器材の活用を含めた検討が必要です。

• 浸水によりエレベーターが停止すると自力移
動困難者の移動に時間がより必要となること
を念頭に、早めの避難準備開始が有効です。



６１

【参考】 様式11を参考に避難に必要な時間を考える

■要配慮者の特性を踏まえた「移動手段」
と「担当（体制）」の整理をとおして

「避難に必要な時間」
を考えるための様式として使えます。

＜検討時のポイント＞

 整理した「移動手段」や「担当者配分」
は、洪水・土砂災害発生のおそれがある
場合にも確実に対応できそうかを考えて
みましょう。

 移動について、例えば停電によるエレベ
ータ停止など、環境や条件が変わる可能
性があることにも注意しましょう。

 避難の必要時間は「いつ避難を始める
か」を考える基礎的な条件となります。

様式11の解説



６２

約 分・時間

約 分・時間
約 分・時間

施設
避難所等

避難にかかる時間

８０

①避難準備にかかる時間 ②避難所等までの移動時間

３０

普段の
生活

③避難にかかる時間
（①＋②の合計時間）

避難準備開始

１１０

移動開始

２．防災体制の判断のタイミングを検討する
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既に防災体制を確立している場合は、それを活用してもよい。

１５　防災体制一覧表

 管理権限者 ( ) (代行者 )

） 洪水予報等の情報の収集

）名 情報内容の記録

館内放送等による情報伝達

関係者及び関係機関との連絡

） 避難誘導の実施

）名 未避難者、要救助者の確認

施設長 事務長

情報収集
伝達要員

担当者 役割

記載例

・ ○○○○ □

・ ○○○○ □

管理職員 □

班員 （ ○ □

班長 （

○ □

・ ○○○○

班長 （ 管理職員 □

班員 （
避難誘導要員

担当者 役割

・ ○○○○

解説編 第１章1.3（3）

防災体制の役割分担（活動内容と対応班、

対応要員）

①各要員の役割に適した担当者を決める。

②各要員の対応内容を決める。

作成の手順

様式１２
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＜避難判断の参考情報＞
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■洪水時に浸水が想定される範囲等は、茨木市のHPで公表されています。

１ 洪水時に想定される浸水範囲等の情報 【茨木市】

＜茨木市のHP＞
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いばなびマップ

２ 施設周辺の水害リスクをまとめて確認する 【いばなびマップ】

■茨木市の「ハザードマップポータルサイト」では、洪水時に想定される浸水深
や土砂災害リスクの分布状況をまとめて確認することができます。
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４．避難訓練実施報告書及び避難確保計画(非常

災害対策計画含む）チェックリストの提出について
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◆避難訓練の実施報告書の作成

避難訓練終了後、訓練実施報告書を作成し、市役所の担当課へ提出してください。

【様式】 【記載例】
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1. 避難を開始するタイミングを適切に定めているか

【着眼点】

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」が発令された場合に避難を開始することにしているか（避難完了ま

での時間を確保した上で、利用者の身体的な負担等を考慮し、利用者の身体状態に応じて避難

開始のタイミングを分ける場合はある）

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」の発令を受けてから避難を開始しても間に合わないなど、利用者

全員が避難を完了するまでに多くの時間を要する施設については、それよりも早いタイミングで

避難を開始することにしているか

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」の発令の目安となる氾濫警戒情報及び大雨警報（土砂災害）も避

難開始の判断指標にしているか

□ 利用者全員が避難するのに要する時間を計画に記載しているか

1. 利用者の避難支援のための体制確立は適切であるか

【着眼点】

□ 避難行動について指揮する者を定めているか

□ 大雨や暴風により交通途絶が生じることで職員の参集が困難になることも想定し、特に夜間や休

日に災害が切迫する可能性がある場合には、明るいうちに体制を確立するなど、早めに避難支

援要員を確保する体制にしているか

□ 通所型の施設については、台風の襲来など、「警戒レベル３高齢者等避難」の発令が事前に予

想される場合には、臨時に閉所するなどの措置を定めているか

□ 消防団や近隣企業、地域住民等の地域関係者、利用者の家族を避難支援協力者として組み込

んでいる場合には、その要請のタイミングや連絡先を定めているか

一 避難の誘導

（水防法施行規則16条二）洪水時の避難の誘導に関する事項、（土砂災害防止法施行規則5条の2二）土砂災害が発生する

おそれがある場合における避難の誘導に関する事項

1. 安全が確保できる避難先を適切に選定しているか

避難確保計画チェックリスト

避難確保計画（非常災害対策計画を含む）チェックリスト 

 
 
 
 
 

施設名  

市町村名 茨木市 

 

施設が有する災害リスク等の確認 
施設 

チェック欄 

市町村 

チェック欄 

災害リスクの

確認 

洪水浸水想定区域内に位置するか □ 位置する 

□ 位置していない 

□ 位置する 

□ 位置していない 

土砂災害警戒区域や土砂災害特別警戒

区域内に位置するか 

□ 位置する 

□ 位置していない 

□ 位置する 

□ 位置していない 

市町村地域防災計画に当該施設が定められているか □ 定められている 

□ 定められていない 

□ 定めている 

□ 定めていない 

 
 

計画

項目 
チェック項目 

施設 

チェック欄 

市町村 

チェック欄 

(ア)防災体制、情報収集及び伝達 
（水防法施行規則 16 条一）洪水時の防災体制に関する事項、（土砂災害防止法施行規

則 5条の 2一）土砂災害が発生するおそれがある場合における防災体制に関する事項 

  

 1. 気象情報や河川情報、土砂災害に関する情報、避難情報の

収集・伝達方法等を適切に定めているか 

□ 対応済 

□ 要改善 

 

□ 適切 

□ 要改善 

 【着眼点】 

□ 雨量情報や洪水予報、河川水位情報、土砂災害警戒情報等の防

災気象情報、市町村からの避難情報、その他避難に必要な情報を

収集するタイミング、収集する者、収集する情報の種類、収集する方

法を定めているか 

□ 収集した情報の伝達先、伝達方法を定めているか 

□ 避難に関して市町村と連絡を取り合う場合の連絡先や連絡するタイ

ミング（避難開始時や避難完了時等）を定めているか 

□ 他の社会福祉施設等を避難先に選定している場合には、その連絡

先や連絡するタイミングを定めているか 

 

2. 避難を開始するタイミングを適切に定めているか 
□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

 

施設 
チェック担当者名 

市町村 
チェック担当者名 
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５ 質疑応答

本日の講習会の映像は、後日、市のHPに掲載します。
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６ 今後の予定
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Web対応

作成した避難確保計画及び避難確保計画チェックリストを、茨木市役所各担当課へ

メールまたはFAX等で令和３年８月３１日（火）までに提出してください。

避難訓練を実施した際は、努めて早く避難訓練実施報告書の提出をお願いします。

講習会（７/２６）

提出窓口

【茨木市】 障害福祉課

医療政策課

長寿介護課

子育て支援課

保育幼稚園総務課

保育幼稚園事業課

今後の予定（避難確保計画の提出について）

第1回個別相談会（７/3０） 第２回個別相談会（８/６）

個別対応


